
（別紙１）

政策ごとの予算との対応について（総括表）

(所管） 環境省（原子力規制委員会） （単位：千円）

1,276,078 1,275,029 △ 1,049 3,863,410 4,076,535 213,125

＜38,744,092＞ ＜39,672,062＞ ＜927,970＞ ＜27,012,574＞ ＜27,765,701＞ ＜753,127＞

１．独立性・中立性・透明性の
確保と組織体制の充実

＜38,744,092＞ の内数 ＜39,672,062＞ の内数 ＜927,970＞ の内数 ＜27,012,574＞ の内数 ＜27,765,701＞ の内数 ＜753,127＞ の内数
エネルギー対策特別
会計

２．原子力規制の厳正かつ適
正な実施と技術基盤の強化

＜33,901,535＞ の内数 ＜35,251,000＞ の内数 ＜1,349,465＞ の内数 ＜27,012,574＞ の内数 ＜27,765,701＞ の内数 ＜753,127＞ の内数
エネルギー対策特別
会計

741,998 617,768 △ 124,230
エネルギー対策特別
会計

＜27,012,574＞ の内数 ＜27,765,701＞ の内数 ＜753,127＞ の内数
エネルギー対策特別
会計

3,121,412 3,458,767 337,355
東日本大震災復興
特別会計

＜27,012,574＞ の内数 ＜27,765,701＞ の内数 ＜753,127＞ の内数
エネルギー対策特別
会計

1,276,078 1,275,029 △ 1,049

＜38,744,092＞ の内数 ＜39,672,062＞ の内数 ＜927,970＞ の内数
エネルギー対策特別
会計

40,020,170 40,947,091 926,921 30,875,984 31,842,236 966,252

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．エネルギー対策特別会計及び東日本大震災復興特別会計については、原子力規制委員会所管分のみ掲記している。
４．２年度予算額は、３年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
５．２年度予算額は、当初予算額である。

２年度予算額

３．核セキュリティ対策の推進
と保障措置の着実な実施

の内数＜927,970＞の内数＜38,744,092＞

＜27,012,574＞

４．東京電力福島第一原子力
発電所の廃炉の安全確保と
事故原因の究明

＜33,901,535＞ の内数 ＜35,251,000＞ の内数 ＜1,349,465＞ の内数

計

２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

比較増△減額

５．放射線防護対策及び緊急
時対応の的確な実施

備考政策体系
一般会計 特別会計

３年度予算額 比較増△減額 ２年度予算額 ３年度予算額

Ⅰ．原子力に対する確かな規制を通
じて、人と環境を守ること

の内数＜753,127＞の内数

の内数＜39,672,062＞

＜27,765,701＞の内数



（別紙２）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【一般会計】

(所管） 環境省（原子力規制委員会） （単位：千円）

1,276,078 1,275,029 △ 1,049

＜38,744,092＞ ＜39,672,062＞ ＜927,970＞

原子力安全確保費
原子力の安全確保に必要な経
費

＜4,842,557＞ の内数 ＜4,421,062＞ の内数 ＜△421,495＞ の内数

電源開発促進税財源電源利用
対策及原子力安全規制対策費
エネルギー対策特別会計へ繰
入

電源開発促進税財源の電源利
用対策及原子力安全規制対策
に係るエネルギー対策特別会
計電源開発促進勘定へ繰入れ
に必要な経費

＜33,901,535＞ の内数 ＜35,251,000＞ の内数 ＜1,349,465＞ の内数

２．原子力規制の厳正かつ適正
な実施と技術基盤の強化

原子力規制委員会

電源開発促進税財源電源利用
対策及原子力安全規制対策費
エネルギー対策特別会計へ繰
入

電源開発促進税財源の電源利
用対策及原子力安全規制対策
に係るエネルギー対策特別会
計電源開発促進勘定へ繰入れ
に必要な経費

＜33,901,535＞ の内数 ＜35,251,000＞ の内数 ＜1,349,465＞ の内数

原子力安全確保費
原子力の安全確保に必要な経
費

＜4,842,557＞ の内数 ＜4,421,062＞ の内数 ＜△421,495＞ の内数

電源開発促進税財源電源利用
対策及原子力安全規制対策費
エネルギー対策特別会計へ繰
入

電源開発促進税財源の電源利
用対策及原子力安全規制対策
に係るエネルギー対策特別会
計電源開発促進勘定へ繰入れ
に必要な経費

＜33,901,535＞ の内数 ＜35,251,000＞ の内数 ＜1,349,465＞ の内数

４．東京電力福島第一原子力発
電所の廃炉の安全確保と事故
原因の究明

原子力規制委員会

電源開発促進税財源電源利用
対策及原子力安全規制対策費
エネルギー対策特別会計へ繰
入

電源開発促進税財源の電源利
用対策及原子力安全規制対策
に係るエネルギー対策特別会
計電源開発促進勘定へ繰入れ
に必要な経費

＜33,901,535＞ の内数 ＜35,251,000＞ の内数 ＜1,349,465＞ の内数

原子力安全確保費
原子力の安全確保に必要な経
費

＜4,842,557＞ の内数 ＜4,421,062＞ の内数 ＜△421,495＞ の内数

放射能調査研究費 放射能調査研究に必要な経費 1,276,078 1,275,029 △ 1,049

電源開発促進税財源電源利用
対策及原子力安全規制対策費
エネルギー対策特別会計へ繰
入

電源開発促進税財源の電源利
用対策及原子力安全規制対策
に係るエネルギー対策特別会
計電源開発促進勘定へ繰入れ
に必要な経費

＜33,901,535＞ の内数 ＜35,251,000＞ の内数 ＜1,349,465＞ の内数

40,020,170 40,947,091 926,921

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．２年度予算額は、３年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
４．２年度予算額は、当初予算額である。

２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

計

３．核セキュリティ対策の推進と
保障措置の着実な実施

原子力規制委員会

原子力規制委員会

比較増△減額２年度予算額 ３年度予算額事項

５．放射線防護対策及び緊急時
対応の的確な実施

１．独立性・中立性・透明性の確
保と組織体制の充実

政策体系 組織 項

原子力規制委員会

Ⅰ．原子力に対する確かな規制を通じ
て、人と環境を守ること



（別紙３）

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【特別会計】

(所管） 内閣府、文部科学省、経済産業省及び環境省 （会計）エネルギー対策特別会計 （単位：千円）

741,998 617,768 △ 124,230

＜27,012,574＞ ＜27,765,701＞ ＜753,127＞

原子力安全規制対策費
原子力の安全規制対策に必要
な経費

＜14,933,094＞ の内数 ＜16,247,131＞ の内数 ＜1,314,037＞ の内数

事務取扱費
原子力の安全規制対策に必要
な経費

＜12,079,480＞ の内数 ＜11,518,570＞ の内数 ＜△560,910＞ の内数

原子力安全規制対策費
原子力の安全規制対策に必要
な経費

＜14,933,094＞ の内数 ＜16,247,131＞ の内数 ＜1,314,037＞ の内数

事務取扱費
原子力の安全規制対策に必要
な経費

＜12,079,480＞ の内数 ＜11,518,570＞ の内数 ＜△560,910＞ の内数

電源利用対策費 電源利用対策に必要な経費 741,998 617,768 △ 124,230

原子力安全規制対策費
原子力の安全規制対策に必要
な経費

＜14,933,094＞ の内数 ＜16,247,131＞ の内数 ＜1,314,037＞ の内数

事務取扱費
原子力の安全規制対策に必要
な経費

＜12,079,480＞ の内数 ＜11,518,570＞ の内数 ＜△560,910＞ の内数

原子力安全規制対策費
原子力の安全規制対策に必要
な経費

＜14,933,094＞ の内数 ＜16,247,131＞ の内数 ＜1,314,037＞ の内数

事務取扱費
原子力の安全規制対策に必要
な経費

＜12,079,480＞ の内数 ＜11,518,570＞ の内数 ＜△560,910＞ の内数

原子力安全規制対策費
原子力の安全規制対策に必要
な経費

＜14,933,094＞ の内数 ＜16,247,131＞ の内数 ＜1,314,037＞ の内数

事務取扱費
原子力の安全規制対策に必要
な経費

＜12,079,480＞ の内数 ＜11,518,570＞ の内数 ＜△560,910＞ の内数

27,754,572 28,383,469 628,897

政策ごとの予算との対応について（個別表）　【東日本大震災復興特別会計】
(所管） 復興庁 （会計）東日本大震災復興特別会計 （単位：千円）

3,121,412 3,458,767 337,355

（注） １．政策評価の対象となる予算及び政策評価の対象となっていないがある政策に属すると整理できる予算を掲記している。

３．エネルギー対策特別会計及び東日本大震災復興特別会計については、原子力規制委員会所管分のみ掲記している。
４．２年度予算額は、３年度予算額との比較対照のため組替え掲記している。
５．２年度予算額は、当初予算額である。

２．複数の政策体系にまたがる等、当該政策体系に係る予算額が特定又は区分できないものについては、<  >書き内数で掲記し、計欄において合計に含めている。

比較増△減額

電源開発促進勘定

337,355

計

４．東京電力福島第一原子力
発電所の廃炉の安全確保と事
故原因の究明

復興庁 環境保全復興政策費
原子力の安全確保に必要な経

費

項 事項 ２年度予算額 ３年度予算額

            3,121,412             3,458,767

事項

政策体系

勘定・組織 項

勘定・組織

政策体系

電源開発促進勘定

３．核セキュリティ対策の推進と
保障措置の着実な実施

４．東京電力福島第一原子力
発電所の廃炉の安全確保と事
故原因の究明

比較増△減額２年度予算額

電源開発促進勘定

５．放射線防護対策及び緊急
時対応の的確な実施

２．原子力規制の厳正かつ適
正な実施と技術基盤の強化

電源開発促進勘定

Ⅰ．原子力に対する確かな規制を通じ
て、人と環境を守ること

3,121,412 3,458,767 337,355

計

３年度予算額

電源開発促進勘定

Ⅰ．原子力に対する確かな規制を通じ
て、人と環境を守ること

１．独立性・中立性・透明性の
確保と組織体制の充実


